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　皆さん、こんにちは。ご紹介をいただきまし
た吉田でございます。今、ご紹介にもありまし
たように、私、専門は建築でございます。1969
年に学部を卒業し、大学院に入った直後、建築
学会の中に固定資産評価小委員会がありまし
て、その委員に入れていただきました。そこで
は、固定資産（家屋）評価基準に関連して折々
発生する建築的な問題にどう対応すればよいか、
といったことを検討してきております。今日は、
そういう活動の一端をご紹介したいと思います。
　皆様ご承知のように、建築の技術、そして、
つくられた各種の建築は、この数十年の間に随
分変わってきております。技術は、進歩という
面もあれば、多様化という面もございます。そ
ういうものをどうやって固定資産評価基準に反
映させられるのか、しなきゃいけないのか、あ
るいはできないのかということについて、いろ
んな形で議論させていただき、お役に立つこと
も少しはできてきたかなとは思っておりますが、
一方で、なかなかそうもいかない現実もござい
ます。今もたくさん課題がございます。
　建築屋の立場で申し上げますと、いい建築を
つくって、いい使い方をしていただいて、いい
生活、仕事の場として長く使えるといいな、と
いつも思っておりますが、ただ、専門の立場だ
けでそんなことを思っても、実際にどう使って
もらえるか、本当に役に立っているのか、価値
があるのかということは別問題でございます。
そういう意味では、いろんな形で建築、建物、
家屋を使う方々にどう見えているか、というこ
とを的確に受けとめて、次どうすべきか、とい
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はじめに
うことを常に念頭に置いておかないといけない
ということも、日頃考えていることです。固定
資産評価というのも、そういう意味では、建築
にとって非常に重要な営為です。もちろん、地
方税の根幹をなしているという意味では、もっ
ともっと大きな価値、意味があろうかと思いま
すが、建築屋の立場にとっても非常に重要な役
目、お仕事だということを、ずっと考えている
ということでございます。
　そういう中で、今日のこの大会で何かお話し
をさせていただくこととなりまして、建築がこ
れまでどのように進歩、あるいは多様化してき
たか、それがどういうふうに固定資産の評価基
準に反映できたのか、あるいはできなかったの
かということを、私なりにまとめてみたい、と
思って題目を用意させていただいたのですが、
いざまとめの作業を始めますと、非常に大きな
テーマだということに気がつきました。しかし、
もう手遅れでございました。限られた時間でど
こまでお話ができるか、ぜひお聞きいただき、
意のあるところを酌んでいただければ幸いでご
ざいます。

　スライドの最初の数コマ（ P .15〜17、資料1〜5）
は、固定資産税がどういうものかということの
おさらいでございますが、ポイントだけざっと
紹介したいと思います。
　固定資産税というのは、固定資産評価額に税
率をかけて税額が算定されます（資料1）。と
ころで、評価額がどうやって求められるかとい
うことと、税率については、それぞれ独自の課
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題があろうかと思います。税率につきましては、
日本はほぼ固定的に決まっています。以前、総
務省のその当時の課長補佐さんとアメリカの視
察に行った時のことでございます。評価は安定
した基準でしっかりやられています。しかし、
税率は、地方公共団体が、今年は学校を建て替
えなきゃいけないから、税率は何ぼにしようと
いうようなことを、議会と相談して決めていま
す。翌年は、また違った税率でやるというふう
な運用をされておりまして、税率と評価の扱い
は、独立しています。建築屋の立場からします
と、ぜひそうあってほしいということを実感し
てきた次第です。
　どういうことかと言いますと、本来は税の問
題であることが、日本では評価と直結している
ために、評価についてああだこうだという話に
なってしまうことがしょっちゅうございます。
私は、建築屋の立場でいろんな意見を勝手に申
し上げたりするんですが、行政のお立場だと非
常にご苦労の多い話題ではないかな、というこ
となどを日頃感じております。
　あと、固定資産税の評価額は、国が定めた基
準で算出し、所定の年数で最終残価評価額20
％に達するということになってございます。こ
のあたりの問題も後ほど申し上げたいと思って
おります。
　家屋評価の概要（資料2）でございます。適
正な時価を求めるということですが、この適正
な時価ということに関し、いろんな議論がある
ことは承知しております。ここでは詳しい話は
省略させていただきます。ただ、先ほど、平嶋
自治税務局長さんのお話にもございましたが、
今の制度、昭和39年に一応確立して今日に至
っています。そのときに、評価額はどうやって
求めるんだということで、いろんな評価の方法
がある中で、再建築価格を基準とする方法を採
用するのが適切であるということになった経緯
があると承知しております。
　今日でも、それは適切なことであると私も思
っておりますが、取得価格がいいとか、賃料の

取れるものは、それに基づく収益還元法が採用
できないかという話もございます。売買価格も
ございます。しかし、安定して公正な評価をす
るということからすると、再建築価格以外はい
ろいろと問題があります。時の経済事情や、取
引価格における甲乙の力関係の影響を大きく受
けるとか、いろんなことがあります。そういう
中で、再建築価格が適切だという状況は、今も
変わっていないと思っております。
　ただ、当然ですが、建物というのは、建てて
10年、20年のものもあれば、30年、50年のも
のもあります。これからの時代、100年、200
年使うべし、建築はストックの時代であるとい
うことも、昨今言われております。ところで、
5年、10年前のものであれば、今再建築をする
としても、適切な評価がそのままできると思う
んですが、やはり年数が経ちますと、なかなか
そうはいかないということがございます。その
あたりで、一応、同一のものという法律の言い
方がございますが、同一のものとみなせるとい
うことについては、現実的な解釈をされてきて
いると承知しております。
　再建築費というのは、同じものをもう一回建
てれば何ぼになるか、という内容の物差しです
が、実際の評価で扱うところの再建築費という
のは、実際に建物を建てようとして、例えば建
設会社に何ぼ払うというのとは、ちょっと様子
が違うということをまとめた表（資料4）でご
ざいます。
　左半分には、一般の建築費、工事原価に設計
管理費などが加わっている様子とか示されてご
ざいます。工事原価は、大きくは資材費と労務
費からなります。このあたりの様子も近年大分
変わってきてございますが、そのうちのある部
分が再建築費評点数につながっています。地域
差もありますので、物価水準による補正もやっ
て、固定資産評価の求める評価額になります。
　工事原価に含まれていないものの中の設計管
理費については、例えば、有名な建築家の先生
に頼むと設計料が高くなりますが、そのすべて
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を評価対象とするのはなじまないとか、近年、
建築確認その他必要な業務をしっかりやらなき
ゃいけなくなっている中で、最小限の設計管理
費がある程度上がってきておりますが、固定資
産評価で見るのは最小限必要な設計管理費だと
いうことで、それなりの補正率が定められてい
ます。
　構造種別については、木造と非木造という大
きく2本立てになっておりますが、そのあたり
も、今日の建築事情になじまないという議論も
ございます。そういう仕組みの中で、固定資産
評価として再建築費が求められています。
　実際にどういう業務の流れの中で行われてい
るか（資料5）ですが、実地調査をやり、評価
をし、評価調書をつくって云々ということです。
これは今日、地方団体からご参加の方が大勢い
らっしゃいますが、日頃の業務で十分ご承知の
ことかと思います。このあたり、規模の比較的
大きい家屋は、設計資料なんかできちっと数量
が拾える明確計算で行われます。一方で、戸建
て住宅などは、そんなことを一つ一つやってい
るわけにもいかない中で、もうちょっと簡便な
やり方が行われていると承知しておりますけれ
ども、そういうことに関連して、いろいろと実
務的に考えなきゃいけないこともあろうか、と
いったことも日頃議論をしているところです。
　以上申し上げた中で、評価が具体的にどうい
う項目で行われているかを整理をしたもの（P.17、
資料6）ですが、再建築費評点数を求める手順
を示しています。評点項目があって、それぞれ
評価対象の家屋に実際に使われている評点項目
を特定して、数量を入れて評点数を掛けて、と
いうことをやって、全体を足し合わせるという
仕組みになっています。
　評価替えの時期には経年に応じて減点補正と
か、いろんな補正をされております。そして、
評点1点当たりの価額については、物価水準に
よる補正をするということで、補正率は評価替
えのときに見直しながら、全体としては東京を
1とすれば、各地では何ぼだという数値でして、

そのあたりが少しずつ見直されて、今に至って
いるという様子をご覧いただけます。

　次に、経年減価という仕組みです（P.18、資
料7）。家屋評価は、日本では、中古住宅の流
通市場の中でも、まず全体として経年減価をす
るということが、慣習的に行われています。固
定資産評価の場合も、最終残価20％に向かっ
て、それに達する年数が用途別、構造別に決め
られていますが、今の時代に、こういうやり方
をずっと維持し続けていくのが適切かどうかに
ついては、かねがね疑問に思っておりました。
今改めて言うのではなくて、十数年来こういう
ことを言っているんですけれども、なかなか現
実には動きにくいテーマだと思っております。
　経年に応じて減価をするべき部分が当然あり
得ます。しかし、きちんと手入れをしていい状
態で使っている建物が、平均的に減価するとい
う扱いは、非常に問題です。何もしないで放っ
ておくと家屋はだんだんだめになりますが、い
い状態で保つ努力がなされていれば、それを適
切に評価して、10年物、20年物、30年物、50
年物、それぞれを今の時点できちんと評価をし、
資産価値のあるものはあるという評価ができて
しかるべきだ、という議論でございますが、そ
の話は後ほど改めて申し上げたいと思います。
　今申し上げた最終残価とそれに至る年数の議
論の中で、必ず出てくる話題が減価償却でござ
います。減価償却というのは（P.18、資料8）、
家屋とかの減価償却の対象になる施設、装備を
持っている企業があって、それをもとに経営し
て利潤を上げて云々ということですから、そう
いう企業財務の中で減価償却は、施設に対する
投資をどう処理をするかという点で、非常に重
要なことは間違いないんですが、その基になっ
ているのが財務省令で定められている法定耐用
年数です。

2．固定資産評価における経年減価と
最終残価
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　以前はもう少し年数が長かったんですが、こ
れまでに何度か短縮されて今に至っています。
当時、大蔵省令といっておりましたが、大蔵省
令の耐用年数表の年数と固定資産評価基準にお
ける最終残価に至る年数は、各々構造・用途別
に設定されていて、ほぼ一致していた時期がご
ざいます。しかし、平成19年に財務省令が改
正されて、減価償却については、それまでは
10％は償却できないことになっておりましたの
が、それ以降、100％償却できることになりま
した。そして、償却年数も全体としてやや短く
なった、ということがございます。改正の基に
なった中央税制審議会の答申に、減価償却と固
定資産評価は全く別のことだから、両者を関係
づけるのは適当でないことも書いてありました
ので、そのときに、固定資産の評価基準の最終
残価とか、それに至る年数も、もしかしたら見
直すチャンスがあったのではないかなと思われ
ます。やり損なって今に至っているのが誠に残
念だと思っているところでございます。
　ただ、財務省令の法定耐用年数については、
法定耐用年数という言い方もちょっと紛らわし
くて、法定償却年数とでも言っておいていただ
ければよかったと考えられますが、耐用年数と
いいますと、例えば寿命の物差しになるんじゃ
ないかという早合点をされている向きも、世の
中にはあって、建築屋の立場としては非常に不
本意な議論にしばしばなっているということで
ございます。
　もう少し減価償却のことについて申し上げま
す（P.19、資料9）。減価償却の1つの意味は、
建て替えの費用の積み立てに繋がるということ
です。これは、減価償却という用語の意味合い
からして当然のことなんです。景気が非常に良
かった頃は不動産投資をして、例えば賃貸ビル
をつくり、お客さんがたくさん入り、賃料もほ
どよく取れるという状況では、それをどんどん
転がしていけばいいです。そのためには、耐用
年数を短くすると、年当たりの損金として扱え
る金額が増えますので、そうすると再投資のた

めの蓄積がしやすいということです。そういう
こともあって、財務省令の法定耐用年数がだん
だん短縮されて、今に至っているということか
と思いますが、それはそれで儲かっている不動
産業者さんなどにはいいんです。ところが、そ
うでないところにとっては、年当たりの償却費
が高くなりますから、私も学校法人の理事会の
お手伝いをしばらくしていた時期もあるんです
が、減価償却費が増えるということは、学校の
ようなところでは財務を苦しくするんです。
　大学では、学費とか国の補助金が主なる収入
で、教育研究が主な支出となります。その上、
実際使わないにしても、減価償却費を損金とし
て計上しなきゃいけないから、見かけ上という
か、実際もそうだと思うべきかもしれませんが、
赤字になりがちです。そして、赤字の会計をす
ることは、文部科学省からあまりいい評価をい
ただけないことにもつながるんです。おかげさ
まで私の大学はそういうこともなく、何とか健
全経営ですが、私が見聞きする限り、今、耐用
年数が短くなって、減価償却費の計上額が大き
くなると、会計上は非常に苦しくなっている大
学が少なくないということでございます。

　ところで、固定資産評価基準の構成を建物と
の関係で整理をしてまとめてみたのが、この表

（P.19、資料10）でございます。大きくは、構
造別、用途別というのが評価基準の体系です。
その下に、基準表の構成、そして減点補正、積
算基礎、在来分という項目を挙げております。
　体系が構造別、用途別になっています。大き
く、木造、非木造に分けて、その中で用途別に
分けている、というのが今の体系です。ところ
が、こういう大きな体系のつくり方が、今日の
建築のあり方になじまない面があります。
　複合構造とか、合成構造といった、木造とも
非木造ともつかないものもぼちぼち出てきてお

3．固定資産評価基準の構成と建物に
関する諸元の対応
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ります。用途別についても、複合用途の扱いが
問題です。このことに関連して、これは評価の
問題ではなくて課税の問題ですが、居住用と非
居住用で扱いが違います。居住用であれば課税
が1／6になりますが、そのあたりも含め、構
造別、用途別というのを基本的に見直す必要が
あると考えられます。
　次に、基準表の構成ですが、部分別があって、
評点項目があって、標準評点数があって、標準
量があって、個別の補正が施工量、施工の程度
とかによって行われ、物価水準だとか、設計管
理費等の補正もあり、それぞれ課題があるとい
うことです。
　部分別の、屋根、床、壁、天井は、非常にわ
かりやすいといえば、わかりやすいんですが、
最近の建物はいろんなものがございまして、屋
根とも壁ともつかないものとか、天井があるの
かないのかわからないものもありますので、そ
のあたりをどうするのかな、という問題もござ
います。
　特に設備については、日頃、課税の業務をさ
れている方はご苦労が多いと思います。家屋に
含めていいのかよくないのか、といったあたり
は、総務省のほうにお問い合わせをいただいて、
それなりにお答えをしていただいているかと思
いますが、設備については、いろいろと現実的
な問題があると伺っています。
　評点項目につきましては、建物に使われてい
るものがどんどん増えてきていますが、増える
がままに評点項目を増やしていてはとても仕事
にならないので、一方では、簡素化合理化を進
めてきています。
　標準評点数も、物価変動への対応もございま
すが、新しい材料についても、その標準評点数
は何ぼかを定めることが、実はなかなか難しい
重要な課題でございます。
　標準量についても、技術の進歩の中で、例え
ば耐震性に対するいろんな基準の整備が進む
と、当然、資材は増えますが、一方で、技術の
進歩の中で、合理化して減る部分もあります。

そういうことに敏感に対応するということが評
価基準の中では重要だけれども、なかなか難し
い、という課題かと思っております。
　補正につきましても、補正率の上限と下限が
現状になじまないという問題が折々出てきてお
り、それらへの対応も必要です。
　減点補正につきましては、経年による減点が
全ての家屋に適用されるということが、日本の
最近の、あるいはこれからの経済状況その他を
考えたときに、あるべきことなのか、大いに疑
問です。フローの時代、成長の時代から、安定
の時代、ストックの時代に移行したと言われて
いる中で、長く健全に、建物だけじゃありませ
んが、建物を使うべき時代に、年数に応じて全
ての家屋の価値が下がる仕組み、価値観、考え
方について、根本的に見直されなければいけな
いと思っています。
　積雪、寒冷については、地域別にいくつかラ
ンクが設けられているとか、災害その他では、
特殊な状況の中で、一時的に評価を低くすると
いう補正、また、需給事情による減点補正の仕
組みがあります。
　積算基礎というのは、評価基準の表には出て
きておりませんが、評点数その他を検討すると
きの下敷きになる、重要な資料です。従来は、
材料費、労務費を評価替えの時期に見直して、
新たな評点を入れるということをやってきてい
ますが、ただ、労賃が高くなったとか、輸入物
が増えて材料費がやや安くなったということだ
けでは済まない、いろんな要素が実は絡んでご
ざいます。
　在来分の家屋も再評価をすることになってい
ました。しかし、実際はなかなかやりきれない
ので、便宜的なことがやられていたようですが、
平成15年に、物価水準に基づく係数を掛ける
という方法に在来分の再評価の方法が変更され
ました。築後10年、20年も経つと、一部はだ
んだん老朽化していくかもしれないけれども、
内外装のリフォームをするなど、可能な範囲で
更新をしていけば、新築そっくりさんなんてい
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うのもありますので、経年二十数年で木造住宅
のすべてが最終残価20％の評価になるという
のは、非常に問題だといえます。在来家屋の評
価については、適切に維持保全され、良好な状
態が保持されている住宅の評価額が新築の20
％だ、というのは、改善すべき重要な課題だと
思います。

　今、評価基準の構成と家屋に関するいろんな
事柄との対応関係を紹介したんですが、そうい
うことに、これまで評価基準がどういう対応を
してきたのかを私なりに整理をしてまとめた表

（P.20、資料11）でございます。
　昭和39年に現在の評価基準ができ、その後、
評価替えの年度のたび行われてきたことを、表
に書いてございます。表の上には、現行の評価
基準のもとになる、昭和25年にシャウプ勧告
に始まり、その後のいくつかの事を紹介してお
ります。
　評価基準を構成する、いくつかの項目がござ
います。標準評点数については、最初の評価替
えの昭和42年とか45年は変更がないようです
が、その後は、全項目にわたって見直して必要
なものは変えていくという全面改正をずっとや
ってきています。そして、その下敷きになるの
が積算基礎です。その隣に評点項目を書いてご
ざいますが、当初は、新しい建材ができる、あ
るいは、ハウスメーカーが成長してくるとまた
新しいものが出てくる、あるいは、ビルもいろ
んな種類のものが出てくると、それに対応して
必要な項目を増やすことをせっせとやっていた
時期がございますが、そんなことをやっている
と切りが無いということもありますし、評価の
実態を見て、統合できるものは統合し始めまし
た。もうちょっと早い時期からやっていた気が
しますが、資料によりますと平成12年に整理
統合が行われて、その次の評価替えのときには

大幅に木造家屋の項目を整理してございます。
　さまざまな対応をしてきたんですが、現在の
体系の中でそういうことをやるだけではなかな
か具合が悪かろうということで、木造と非木造
の評価基準を共通化して、項目そのものを整合
させるとか、評点もなるべくそろえようとか、
そんなことを近年ではやってきています。
　補正率につきましても、いろんな見直しをや
ってきております。補正率については、ご覧の
とおりですが、そのほかにも大きな変更が実は
いろいろとございました。私が固定資産評価小
委員会のお手伝いをし始めたときは、地方ブロ
ック別に、分厚い電話帳のような評価基準があ
って、それだけで私の小さな机がいっぱいでし
たが、やがて全国一本にして、地方別に補正率
を掛けるということになりました。
　昭和63年には、木造住宅の標準家屋の面積
が66平米から100平米になっています。このあ
たりは、日本の住宅事情の変化に対応して画期
的に変わったことでございます。プレハブ住宅
については、最初は準則で扱う形だったんです
が、本則の中で扱えるようになりました。

　このように、大きな対応をずっとやってきて
いますが、そういう中で、日本の建築生産の大
きな流れというものも、是非ご承知いただけれ
ばということでございます（P.20、資料12）。
経済成長がずっと続いている時期に、1973年
にオイルショックがありましたが、やがてバブ
ルがあります。しかし、バブルが崩壊して、そ
の後、今日までいろんなことがありました。そ
して、2008年にはリーマンショックがあって、
新築が大幅に落ち込んだということでございま
す。ここ数年、少しずつ持ち直しているとはい
いながら、低い水準で推移していて、ピークの
半分以下でございます。
　これは、建設業界にとっても非常に重要な意
味を持つ状況ですが、固定資産税にとっても、

4．建築の動向への評価基準の対応の
経緯

5．日本の建築生産の推移
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大きな財源になるのは新築家屋だとすれば、半
分になったわけです。構造、用途の違いにより
年数は異なりますが、最終的に評価額は、20％
になります。しかし、古い建物であっても新し
い建物であっても、地方自治体が支出すべき家
屋対応のいろんな費用は、大きく変わるはずが
ないです。むしろ、行政の立場からすると、古
い建物のほうがお金がかかるかもしれません。
そんなことを考えますと、在来分の家屋の評価
と課税をこれからどうするんだということを、
行政の立場、あるいは課税の立場で考える必要
があるということでございます。

　そういう中で、固定資産評価に影響が大きい
建築生産、建築技術の動向を私なりにまとめて
みました（P.21、資料13）。いろんな観点がご
ざいます。大きな観点としましては、建築生産
が大きく成長してきた時期がございます。そし
て、新建材とか部品が、いろいろと出てきてい
ます。そういう中で、性能に関しては、防火が
非常に大きな影響を持っていた時期があり、防
火構造が進みました。
　住宅については、住宅不足を解消するための
施策として住宅産業の育成を国が一所懸命やっ
た時期があります。私も、駆け出しのころは、
それに関連した調査を随分やらせていただいた
んです。
　そして、首都圏とか、関西圏とか、あるいは
名古屋、その他、都市が発展しましたが、そう
いう中で不動産業が伸びて、それに対応したい
ろんなことがございました。しかし、そうこう
しているうちに、環境問題とか、あるいは、防
火も含まれますが、防災、建築防災、都市防災
が発展してきました。そして、地震災害を度々
受ける中で免震、制振というものも出てきました。
　近年ですと、スマートシティ、あるいはスマ
ートビルが話題になっています。情報技術が発

展し、そういうものを建物に活用する中で、建
物のつくり方そのものにも大きな影響が出てき
ているということでございます。
　そういうことに関係するいろんな事例を、ス
ライド（P.21〜28、資料14〜27）として用意
してきておりますが、あと5分だそうですので、
急いで紹介させていただきます。
　これは（資料14）、住宅産業の中でもプレハ
ブ住宅を主力商品とするハウスメーカーの工場
でございます。各種のプレハブの中でも一番プ
レハブ化が進んでいるのが、このタイプでござ
いまして、箱型のユニットを工場でつくって、
現場では、それを設置するだけというものでご
ざいます。
　時間がない中で余談を申し上げるのも気がと
がめますが、私は一通り各種のハウスメーカー
さんの工場を見せていただく機会がありました
が、ハウスメーカーさんの中には、写真を撮る
のはご遠慮下さいというところと、結構ですよ
というところがございます。ご覧いただいてい
るのは、当然ながら結構ですよと言ってくださ
ったところですが、こういう言い方もどうかと
は思いますが、結構ですよと言ってくださると
ころのほうが業績が伸びているようです。
　木造建築のつくり方には、伝統的な木造技術
を継承したものから、最新の技術のものまで大
変幅広いものがあります。住宅については、プ
レハブ、あるいはツーバイフォーが台頭する中
で、伝統技術を継承した木造はどうなんだとい
うことですが、技術的には、プレハブ化の程度
という意味では、プレハブ住宅も木造住宅も差
異はありません。まだ木材の機械プレカットが
進んでいなかったころ、大工さんがほぞを切っ
たり、仕口をつくったりという、現場で建て方
をするまでの作業の手間がどのくらいかかるか
ということで、30坪ぐらいの住宅では、大工
さん2、3人で3週間ぐらいかかっていることを
調査しました。左上の写真（資料15）の右上
でノートをとっているのは当時の私の卒論生です。
　しかし、そういうことをやっていたら、とて

6．固定資産評価に影響が大きい建築
生産・建築技術の動向
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もプレハブに勝てないということで、現在は部
材加工は全部工場でやることが一般化していま
すし、個々の部材をばらばらに持ってきて現場
で組み立てるだけではなくて、パネル化も進ん
でいます。木造住宅に要する労務量は、部材加
工の機械プレカット化の進展と現場施工の省力
化により、大幅に削減されてきています。
　木造住宅にはその時期、その時期の進んだも
のが色々あります（資料16）。それから、今は
非常に伸びてきていますけれども、昭和49年
にツーバイフォーが導入された当時の写真で
す。日本の軸組木造とは、大分様子が違うこと
がわかります。
　鉄筋コンクリート造につきましても（資料
17）、日本ですと、従来は現場で型枠を組立て、
鉄筋を組んで、コンクリート打ちをするという
のが多かったんですが、手間と時間が大変かか
ります。それだと、たくさん急いで建てるのに
はなじまないということで、プレキャストコン
クリートの技術が開発されました。その当時の
様子でございます。
　これ（資料18）は、大きな団地開発に新し
い技術を取り入れようということで、芦屋浜高
層住宅技術提案競技という事業が行われました
が、その工事現場です。当時ここでは、公団、
公営、あるいは民間の分譲も一緒になった大規
模開発が行われ、提案競技では、できた団地の
デザインだけじゃなくて、つくり方や、できた
後の管理も含めてトータルな内容の提案が募集
され、審査を経て一番になったものが実施され
ています。鉄骨造のスーパーストラクチャーの
中にプレキャストコンクリートパネルの5層の
住戸を入れるという、当時としては非常に画期
的なものです。その後、阪神淡路大震災にも耐
え、今も建っています。
　これ（資料19）も大きな団地です。今はこ
ういうことはなかなかないんですが、大型型枠
を箱状にして、一部屋の大きさの箱状の大型立
体型枠ユニットをセットし、コンクリートを打
って、コンクリートの強度が出るタイミングで

緩めて外して上の階に持っていく、ということ
をやっております。大規模なコンクリート打ち
ロボットも使用されています。これらの大型技
術がその後どのくらい使い回しをされたかなと
いうことが気にはなりますが、そういう開発が
精力的に進められた時期でございます。
　今、タワーマンションが盛んにつくられてお
ります。コンクリートの技術と鉄筋の技術、型
枠の技術、そして、そういうものを使った施工
の合理化というものが相まって、経済的にもこ
れが一番いいということで、鉄筋コンクリート
の超高層マンションが建てられ始めた時期が
1990年前後かと思いますが、今たくさん建っ
ております。これ（資料20）は、型枠や鉄筋の
扱いをシステム化している事例です。
　現場でコンクリートを打っているとどうして
も大変だということで、従来は、こんなことを
やっていなかったんですが、柱も梁もプレキャ
ストコンクリートでつくり、現場で組立ててい
る事例です（資料21）。こういうふうにやりま
すと、鉄筋をプレキャストコンクリート部材の
中に打ち込んでいますので、その部材の鉄筋を
現場で別の部材のシースにうまく挿入するのが
非常に大変ですが、そのあたりは施工管理技術
その他の進歩もあって、今は超高層のコンクリ
ートのタワーマンションの多くは、どうやらこ
ういう工法でできています。
　戸建て住宅の環境対応についても、いろんな
ことがやられていて、当然、評価基準にもいろ
んな評点項目に関係してくるということでござ
います（資料22）。
　これ（資料23）は、太陽光発電を採用した
戸建て住宅の事例です。太陽光発電自体の進歩
とともに、屋根への取付け方も改良され、政策
的な推進もあり、いろんなものが非常に広く使
われるようになっています。
　木造住宅の省エネルギー技術は、多角的に開
発され、実用化されています（資料24）。屋根
部材、床部材、壁部材に、従来には無かったも
のが現われてきています。また、構造に古い民
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家の部材一式を活用しつつ、高断熱高気密住宅
をつくった例もございます。
　免震構造（資料25）というのは、普通外か
らは見えないんですけれども、これは柱の上に
免震装置を乗せて、免震構造とはこんなもので
すよということを研究所の施設で実現した事例
です。また、普通は地下に隠れて見えないのを、
ピロティをつくり、ピロティの柱の柱頭に免震
装置を設け、その上に2階以上の建物を載せた
事例です。中間に免震装置を挟んで、上下の用
途を変えることを可能にした高層ビルもありま
す。
　最近実現された、環境配慮も十分やった建物、
および、大改修を施したエンパイアステートビ
ルを紹介しています（資料26）。環境技術も多
様なものが実現されていますが、大手ゼネコン
が本社ビルに多くの環境対策を取り込み、優れ
た環境評価の成績を挙げているものです。エン
パイアステートビルは非常に有名なアメリカの
ビルで、竣工したのは1931年です。それが、
いろんな事情でお客さんは減り、ビル経営面で
も行き詰まり、大規模な改修をしたんです。内
容の紹介は省かせていただきますが、その結果、
観光客の入館が再び増大し、それまでは小さな
テナントがごちゃごちゃ入っていたのが、大規
模なテナントがしっかりはいり、ビル経営上も
非常にプラスがあったということです。建物の
ストック時代のあり方を象徴する大規模改修の
優れた事例として、話題になっています。
　今、国も公共建築は木造でつくるべしという
法律をつくって、戸建て住宅以外の各種の木造
建築がたくさんつくられてきています（資料
27）。今の評価基準のような、木造、非木造に
まず区分するという体系のつくり方が、増々現
実に合わなくなってきているという問題です。
こういう木造が増えないうちに評価基準を何と
かするといいですよ、ということを総務省のほ
うにはずいぶん申し上げているところです。放
っておくと評価の現場が大変なことになります。
　これ（P.28、資料28）は、ただご覧いただく

だけですが、新宿から富士山まで見えます。家
屋評価のお仕事をされている方々は、これに写
っている様々な家屋を相手に日ごろご苦労され
ているということを、私なりに改めて感じてい
るということをお伝えしたかったスライドです。

　まとめにはいらせていただきます。時代を映
す固定資産評価基準と今後の課題（P.29、資料
29）という形にまとめてみました。建築活動の
発展期には、それなりにいろんな対応をしてき
ております。建築そのものの細かな動きを全部
反映させるのは馴染みませんので、評価基準に
必要なことを程良くやらせてきていただいてい
るということでございます。
　バブル崩壊以降、建築活動の安定期にはいり
ます。実は、停滞期というふうにはちょっと書
きにくかったのです。ただ、安定して停滞して
いるというだけではなくて、環境問題、防火、
防災、あるいは免震、制振とか、こういう時期
にふさわしい各種の技術が建物に取り入れられ
ておりますし、もう一つは、複合構造とか複合
用途の大型建物が増えてきております。そうい
うものをどう評価するかということが重要で、
ある程度検討はしてきておりますが、なお、多
く課題があります。家屋評価の今後の課題とし
て、建築屋の勝手な思いも含めて書かせていた
だいております。
　まず、木造、非木造の区分から、居住、非居
住の区分へ、という方向があってしかるべきか
なと考えてございます。
　それから、経年減価です。これは、家屋の部
位部分の中には年数がたてば劣化するものもあ
りますので、それはよいんですが、建物全体が
築後年数に対応して減価されるということは、
これからの時代、少なくとも公の制度としてあ
ってはいけないと感じています。
　それから、複合構造、複合用途の建物が駅前
の再開発その他の中で、増えてきています。今

7．まとめ
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は、1棟の家屋の過半を占める用途で云々とい
うふうなことで運用していますが、もうちょっ
とスマートなやり方があっていいということで
ございます。
　評価と課税の関係は、再三先ほどから申し上
げたので詳細は省略します。評価体制の整備に
ついて、少し申し上げます。以前は、ある程度
の規模の団体さんですと家屋評価のベテランの
方がいらっしゃって、教わりに行くと、いろん
なことをご存じで、よく教えていただいたこと
がございますが、最近はどうやら人事異動その
他の関係で、そういう方がうんと減ったようで
す。一般には、適切な異動によって、地方公共
団体の職員さん、いろんな業務を経験されるこ
とは望ましいのですが、一方で、課税業務の場
合は、もうちょっと違った観点で人を用意する
体制を整えておく必要があるということでござ
います。
　今の地方自治体の組織とか人事のあり方とし
て現在の全体的な方向性があるとしても、一方

で、やはり評価業務については、本来もうちょ
っと違った方法がないと、納税者の不満が蓄積
します。こういう面にも配慮のある、より包括
的な公務員の人事のあり方があってもいいかも
しれません。
　建築でいいますと、建築確認というのは、以
前は地方公共団体の建築指導課で全部やってい
たんですが、現在はかなりの部分は民間の確認
機関で行えるようになっています。しかし、建
築確認に比べて課税というのは重要性の意味合
いが違う制度でございますので、私なんかが簡
単な思いつきを申し上げても具合が悪かろうと
は思っておりますが、今後に向けて検討の意義
はあると考えているところでございます。
　いただいた時間を大分超えてしまいました。
皆さん方の大事な休憩の時間をもしかしたら食
ってしまったようで申しわけなく思います。私
の話は以上でございます。ご静聴、ありがとう
ございました。
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